
議案第73号 

 

令和８年度伊達市一般会計補正予算（第３号） 

 

令和８年度伊達市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ1,063,920千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

32,577,398千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予

算補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加及び変更は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の追加及び変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

令和８年９月３日提出 

 

伊達市長 須 田 博 行    
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　　追　加 （単位：千円）

事　　項

伊達市こども遊び場運営管理業務

認定こども園給食調理等業務委託

　　変　更 （単位：千円）

期　　間 限　　度　　額 期　　間 限　　度　　額

住記・税等システム標準化移行業務 令和９年度 201,807 令和９年度 241,703

第 ２ 表　 債 務 負 担 行 為 補 正

事　　項
補　　正　　前 補　　正　　後

期　　間 限　　度　　額

令和９年度～令和11年度

令和９年度～令和11年度

181,522

107,832
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　　追　加 （単位：千円）

新多目的交通システム事業
（デジタル活用推進事業）

8,600

普通貸借又は証券発行 年5.0％以内（ただし、利
率見直し方式で借り入れる
政府資金及び地方公共団体
金融機構資金について、利
率の見直しを行った後にお
いては、当該見直し後の利
率）

政府資金については、その
融通条件により、銀行その
他の場合にはその債権者と
協定するものによる。ただ
し、市財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮
し、又は繰上償還若しくは
低利に借換えすることがで
きる。また、地方財政法第
５条の３第１項に規定する
協議による同意等を得た償
還期間内で借換えすること
ができる。

梁川交流館維持管理事業
（緊急防災・減災事業）

1,000

第 ３ 表　地 方 債 補 正

起債の目的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法
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　　変　更 （単位：千円）

中学校施設維持管理事業
（公共施設等適正管理推進
事業）

6,800 1,400

償還の方法

小学校施設維持管理事業
（公共施設等適正管理推進
事業）

8,100

普通貸借又は
証券発行

年5.0％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

政府資金につ
いては、その
融通条件によ
り、銀行その
他の場合には
その債権者と
協定するもの
による。ただ
し、市財政の
都合により据
置期間及び償
還期限を短縮
し、又は繰上
償還若しくは
低利に借換え
することがで
きる。また、
地方財政法第
５条の３第１
項に規定する
協議による同
意等を得た償
還期間内で借
換えすること
ができる。

6,700

変更なし 変更なし 変更なし

起債の目的

補 正 前 補 正 後

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法 限度額 起債の方法 利　率
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１．特　別　職

２．一　般　職
（１）総　括

463 (9)

476 (9)

△ 13

（　）内は短時間勤務職員数の外書き

災害派遣
手　　当

1,800
比　較 △ 2,593 △ 5,923 △ 137 △ 5,385 △ 4,226 11,817 231

1,216 169,160
596,733 508,894 1,216 180,977 42,168

41,937

勤勉手当
寒冷地
手　当

特殊勤務
手　　当

時間外勤務
手　　当

管理職
手　当

管理職特別
勤務手当職　員

手当の
内　訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当 期末手当

補正後 53,891 34,835 51,742 1,800
補正前 56,484 40,758 51,879 602,118 513,120

補正前 454,068 2,327,373 1,478,472 4,259,913 884,020 5,143,933

比較 △ 2,496 △ 56,510 △ 6,216 △ 65,222 △ 36,991 △ 102,213

備　　考
報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 451,572 2,270,863 1,472,256 4,194,691 847,029 5,041,720

区　　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共済費 合計

計 20 148

比　較

長　　等

△ 32 116 1,211 1,327

△ 32 1,211 1,179

283,521 29,265 312,786

その他の
特別職

20 148

議　　員

148 148

計 2,213 206,852 29,844 46,646 179

△ 32

46,235

162,347

その他の
特別職

2,188 104,204 104,204 104,204

102,648 36,200 138,848 23,499

10,446 179 40,469 5,766

147 283,637 30,476 314,113

補正前

長　　等 3 29,844

計 2,233 207,000 29,844 46,646

補正後

長　　等 3 29,844

議　　員 22

104,352 104,352

138,848 23,499 162,347

その他の
特別職

2,208 104,352

議　　員 22 102,648 36,200

147 40,437 6,977 47,414

期末手当
寒冷地
手　当

その他
の手当

計

10,446

給 与 費 明 細 書
（単位：千円）

区　　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共済費 合計 備　　考

報　酬 給　料
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　　ア　会計年度任用職員以外の職員

463 (9)

476 (9)

△ 13

（　）内は短時間勤務職員数の外書き

災害派遣
手　　当

　　イ　会計年度任用職員

（　）内は短時間勤務会計年度任用職員数の外書き

災害派遣
手　　当

比　較 798 2,790 2,312 817
6 10,020

167,162 140,651 6 10,837

勤勉手当
寒冷地
手　当

特殊勤務
手　　当

時間外勤務
手　　当

管理職
手　当

管理職特別
勤務手当職　員

手当の
内　訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当 期末手当

補正後 15,506
補正前 14,708 164,372 138,339

補正前 454,068 415,848 327,445 1,197,361 270,431 1,467,792

比較 △ 2,496 14,533 6,717 18,754 551 19,305

補正後 451,572 430,381 334,162 1,216,115

11,000

270,982 1,487,097

区　　　分
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

共済費 合計 備　　考
報　酬 給　料 職員手当 計

比　較 △ 2,593 △ 5,923 △ 935 △ 8,175 △ 6,538 231

1,800
補正前 56,484 40,758 37,171 437,746 374,781 1,210 159,140

429,571 368,243 1,210 170,140 42,168
41,937 1,800

比較 △ 71,043 △ 12,933 △ 83,976 △ 37,542 △ 121,518

勤勉手当
寒冷地
手　当

特殊勤務
手　　当

時間外勤務
手　　当

管理職
手　当

管理職特別
勤務手当職　員

手当の
内　訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当 期末手当

補正後 53,891 34,835 36,236

補正後 1,840,482 1,138,094 2,978,576 576,047 3,554,623

補正前 1,911,525 1,151,027 3,062,552 613,589 3,676,141

（単位：千円）

区　　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共済費 合計 備　　考

報　酬 給　料 職員手当 計
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（２）給料及び職員手当の増減額の内訳

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

　　イ　会計年度任用職員

職員手当 6,717
制度改正に伴う増減分

給　　料 14,533

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増減分

その他の増減分 6,717 採用者確定等に伴う増加分

区　　分 増減額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　明 備　　　　　考

その他の増減分 14,533 採用者確定等に伴う増加分

職員手当 △ 12,933
制度改正に伴う増減分

給　　料 △ 71,043

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増減分

その他の増減分 △ 12,933 人事異動等に伴う減少分

（単位：千円）

区　　分 増減額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　明 備　　　　　考

その他の増減分 △ 71,043 人事異動等に伴う減少分
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